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通信料対応設備合計

  （１）端末系交換設備

端末系交換設備

①取得固定資産 2,719,445 設備区分別固定資産明細表より(建物･構築物･土地･建設仮勘定除く)

②指定設備管理運営費 185,304 設備区分別の費用明細表より





２．繰延資産比率、投資等比率、貯蔵品比率

建設仮勘定及び投資等の指定設備管理部門の電気通信事業固定資産に対する割合並びに貯蔵品の電気通信事業固定資産に対する

割合。

  （１）指定設備管理部門の電気通信事業固定資産等の実績 （単位：百万円）

区分 首末平均残高

指定設備管理部門の電気通信事業固定資産 2,372,673 （Ａ）

指定設備管理部門における建設仮勘定※１ 26,691 （Ｂ）

指定設備管理部門の投資等（収益の見込まれないもの）※２ 6,948 （Ｃ）

※１  繰延資産は発生していないので無しとする。

※２  投資等は、収益性の見込まれない出資金、保証金・負担金等である。

  （２）電気通信事業固定資産等の実績 （単位：百万円）

区分 首末平均残高

電気通信事業固定資産 2,833,259 （Ａ）

建設仮勘定 28,782 （Ｂ）

貯蔵品※ 22,305 （Ｃ）

※  貯蔵品は、現用に供されるまでの間保管されている電気通信設備用品（新品）であり、金額は月末在庫額の年平均値である。

  （３）繰延資産比率

区分 備考

繰延資産比率 （１）の（Ｂ）／（（Ａ）－（Ｂ））

  （４）投資等比率

区分 備考

投資等比率 （１）の（Ｃ）／（（Ａ）－（Ｂ））

  （５）貯蔵品比率

区分 備考

貯蔵品比率 （２）の（Ｃ）／（（Ａ）－（Ｂ））

３．他人資本比率、自己資本比率、他人資本利子率、有利子負債以外の負債の比率、有利子負債以外の負債の利子相当率、

　　利益品疾




